
 

様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局  遠野支所 

監 査 の 種 類  令和２年度 定期監査（２監第107号 令和３年３月23日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和３年４月16日※空欄（監査委員事務局が記入） 

 

指摘一覧 措置通知日 

是正改善を要する事項 

 

７ 財産管理事務（その３） 

行政財産使用許可に係る財産管理事務において、使用の申請及び許可が

なされていない例が認められた。 

令和３年 

４月15日 
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是正改善を要する事項 措置した内容等 

７ 財産管理事務（その３） 

  行政財産使用許可に係る財産管理事務に

おいて、使用の申請及び許可がなされていな

い例が認められた。 

 ※ 行政財産の使用許可については、市財務

規則第244条の規定に基づき行政財産使用

許可申請書により申請させ、行政財産使用

許可書により市長の決裁を受けなければ

ならないが、遠野支所において、行政財産

使用に係る申請及び許可のないまま敷地

の一部を駐車場として使用させていた。 

（遠野支所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔指摘事項が発生した原因〕 

  当該事案については、行政財産使用料が全額

免除となることから、行政財産を使用させる場

合に必要となる行政財産使用に係る申請及び

許可に伴う一連の事務手続きを失念してしま

ったものです。 

 

〔措置した内容〕 

令和３年度より、いわき市財務規則第244条

の規定に基づき、行政財産の使用希望者に対し

て行政財産使用許可申請書を提出させ、当該申

請に基づき、行政財産の使用を許可したところ

です。 

  なお、今後におきましては、使用料の有無に

かかわらず、行政財産使用許可が必要な案件か

どうかについて調べるとともに、複数でチェッ

クする体制を構築するなど、適正な事務執行に

努めます。 
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様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局  勿来支所 

監 査 の 種 類  令和２年度 定期監査（２監第107号 令和３年３月23日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和３年５月７日 

 

指摘一覧 措置通知日 

是正改善を要する事項 

 

５ 財産管理事務（その１） 

  郵便切手等の管理に関する事務について、会計別に整理されていない例

が認められた。 

令和３年 

５月６日 
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是正改善を要する事項 措置した内容等 

５ 財産管理事務（その１） 

  郵便切手等の管理に関する事務について、

会計別に整理されていない例が認められた。 

 【事例１】 勿来支所経済土木課 

※ 郵便切手等については、市財務規則第

268条の規定に基づき会計別に整理しなけ

ればならないが、監査実施時点（令和３年

１月７日）において、一般会計及び川部財

産区特別会計の郵便切手等の受払いにつ

いて同一の郵便切手等管理簿により整理

されていた。 

          （勿来支所経済土木課） 

 

 

 

 

 

【事例１】〔指摘事項が発生した原因〕 

 指摘のあった郵便切手等管理簿の整理に際

して、関係職員の認識不足等により、同一の郵

便切手等管理簿により整理を行っていたもの

です。 

 

【事例１】〔措置した内容〕 

 令和３年度より市財務規則第268条の規定に

基づき会計別に整理し、適正に事務を処理して

まいります。 
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様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局  川前支所 

監 査 の 種 類  令和２年度 定期監査（２監第107号 令和３年３月23日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和３年５月14日 

 

指摘一覧 措置通知日 

是正改善を要する事項 

 

３ 契約事務（その１） 

契約事務において、設計書の決定に係る専決がなされていない例が認め

られた。 

令和３年 

５月13日 

４ 契約事務（その２） 

  契約事務において、いわき市契約等に係る暴力団等の排除に関する要綱

に基づく必要な措置が講じられていない例が認められた。 

令和３年 

５月13日 

５ 財産管理事務（その１） 

  郵便切手等の管理に関する事務について、会計別に整理されていない例

が認められた。 

令和３年 

５月13日 
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是正改善を要する事項 措置した内容等 

３ 契約事務（その１） 

契約事務において、設計書の決定に係る専

決がなされていない例が認められた。 

【事例２】 川前支所 

※ 下桶売久保田地内用水路土砂撤去業務

委託の契約事務においては、その設計額が

1,000万円未満であることから、設計書の

決定について支所長の専決事項となって

いるが、専決がなされていなかった。 

               （川前支所） 

 

 

 

 

 

４ 契約事務（その２） 

  契約事務において、いわき市契約等に係る

暴力団等の排除に関する要綱に基づく必要

な措置が講じられていない例が認められた。 

※ 常磐支所経済土木課における普通財産

の貸付に係る契約事務について、いわき市

契約等に係る暴力団等の排除に関する要

綱第４条第３項の規定による「契約の締結

に当たっては、当該契約の締結後におい

て、当該契約が『契約等の相手方が排除措

置対象者であること』又は『公有財産の売

払い又は貸付けに係る物件が暴力団の事

務所等の用途に使用されていること』のい

ずれかに該当することが判明した場合に

当該契約を解除することができるよう、あ

らかじめ契約書中にその旨を規定する等

必要な措置」が講じられていなかった。【類

例３件あり】 

なお、田人支所、川前支所においても、

同様の例が認められた。 

               （川前支所） 

 

 

 

 

 

【事例２】〔指摘事項が発生した原因〕 

概算設計及び指名通知書等関係書類を添付

の上、起工兼見積執行伺にて、所属長までの決

裁を受けていたことにより、決裁権者までの承

認を受けていると判断し、決裁を受けていなか

ったことが原因と考えられます。 

 

【事例２】〔措置した内容〕 

 今後は、概算設計書に決定者印を押印してま

いります。 

 

 

 

〔指摘事項が発生した原因〕 

 前例に倣い、契約書を作成したものの、現行

法令を鑑みるなど内容を精査しなかったこと

が原因と思われます。 

 

〔措置した内容〕 

 法令改正に注意し、今後は適正な契約書作成

に努めてまいります。 
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是正改善を要する事項 措置した内容等 

５ 財産管理事務（その１） 

  郵便切手等の管理に関する事務について、

会計別に整理されていない例が認められた。 

 【事例２】 川前支所 

※ 郵便切手等については、市財務規則第

268条の規定に基づき会計別に整理しなけ

ればならないが、監査実施時点（令和２年

11月27日）において、一般会計及び川前財

産区特別会計の郵便切手等の受払いにつ

いて同一の郵便切手等管理簿により整理

されていた。 

               （川前支所） 

 

 

 

【事例２】〔指摘事項が発生した原因〕 

 支所で一括管理することが業務上効率的だ

った認識が原因と考えられます。 

 

【事例２】〔措置した内容〕 

 現在は会計別に整理しております。 
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様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局  田人支所 

監 査 の 種 類  令和２年度 定期監査（２監第107号 令和３年３月23日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和３年５月18日 

 

指摘一覧 措置通知日 

是正改善を要する事項 

 

４ 契約事務（その２） 

 契約事務において、いわき市契約等に係る暴力団等の排除に関する要綱

に基づく必要な措置が講じられていない例が認められた。 

令和３年 

５月18日 
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是正改善を要する事項 措置した内容等 

４ 契約事務（その２） 

  契約事務において、いわき市契約等に係る

暴力団等の排除に関する要綱に基づく必要

な措置が講じられていない例が認められた。 

※ 常磐支所経済土木課における普通財産

の貸付に係る契約事務について、いわき市

契約等に係る暴力団等の排除に関する要

綱第４条第３項の規定による「契約の締結

に当たっては、当該契約の締結後におい

て、当該契約が『契約等の相手方が排除措

置対象者であること』又は『公有財産の売

払い又は貸付けに係る物件が暴力団の事

務所等の用途に使用されていること』のい

ずれかに該当することが判明した場合に

当該契約を解除することができるよう、あ

らかじめ契約書中にその旨を規定する等

必要な措置」が講じられていなかった。【類

例３件あり】 

なお、田人支所、川前支所においても、

同様の例が認められた。 

              （田人支所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

〔指摘事項が発生した原因〕 

普通財産の貸付契約に際して、関係職員の認

識不足等により契約書の契約解除条項に暴力

団等の排除に係る規定文等の記載漏れが発生

したものです。 

 

〔措置した内容〕 

今後新たに契約を締結する際には、契約解除

条項に暴力団等の排除に係る規定を盛り込ん

だ契約書を作成し事務処理を行います。 

また、チェック体制を強化し、適切な事務執

行にも努めてまいります。 
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